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介護サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法

１ 指導

(1) 基本方針

サービスの内容及び費用の請求等に関する事項について周知徹底を図るとともに、

改善の必要があると認められる事項について適切な運用を求めるために実施するも

の。

①集団指導

、 、 、 。原則として 毎年度１回 対象事業者を招集し 講習会方式により指導を行います

なお、集団指導の資料については、資料の配付は行いませんので、事前に岡山市事

業者指導課ホームページよりダウンロードの上、印刷して持参していただくようお願

いしています。

②実地指導

介護サービス事業者等の所在地において、実地指導担当者が施設内巡視、保存書類

等の確認及びヒアリングを行うことにより実施します。

○指導内容について

介護サービス事業者のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、人員、

設備、運営及び介護報酬請求について指導します （必要に応じて過誤調整を指導。

する場合があります ）。

ア 事前に提出を求める書類等（主なもの）

・申込者及び家族等に対し交付し説明する「重要事項を記載した説明文書」

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（直近の１ヶ月又は４週間）

・緊急やむを得ず身体的拘束等を行っている入所(利用)者（ ･ ｻｰﾋﾞｽ ）入所 通所系 のみ

・自己点検シート（人員・設備・運営編）

・自己点検シート（介護報酬編） その他

２ 監査

(1) 基本方針

サービスの内容について、勧告、命令等行政上の措置に該当する内容であると認め

られる場合やその疑いがあると認められる場合又は介護報酬の請求について不正若し

くは著しい不当が疑われる場合等において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切

な措置を採るために実施するもの。

■介護（予防）給付にかかる不正（が疑われる）内容■

①通報・苦情・相談等に基づく情報

②国民健康保険団体連合会、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情

③国民健康保険団体連合会・保険者からの通報

④介護給付費適正化システムの分析により特異傾向を示す事業者情報

⑤介護サービス情報の公表制度に係る報告の拒否等に関する情報

等の幅広い情報であり、これらの情報から指定基準違反や不正請求が認められる

場合には、厳正かつ機動的な対応を行います。
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原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、機動的なお、

で行っています。かつ、より実効性のある方法

３ 営利法人の運営する介護サービス事業所に対する指導監査

介護保険サービス事業者の不正事案を防止して介護保険サービスの適切な運営を確

保する観点から 「経済財政改革に関する基本方針２００７ （平成19年6月19日閣議、 」

「平成２０年度から平成２４年度までの５年間で営決定）を受け、厚生労働省では、

、 、利法人の全ての介護サービス事業所に対し監査を実施」することし 岡山県において

平成２０年度から順次この国の方針を踏まえ、営利法人が運営する介護サービス事業

所に対する監査を実施してきたところです。岡山県からの事務移譲を受けて、本市に

おいてはそれを引き継いで実施します。

本年度が、当該監査実施の最終年度となります。予定では２月中に対象事業所に通

知予定としておりますので、事業者指導課から監査実施通知のあった事業所は、期限

内に提出していただくようお願いします。

報告徴収に従わず、又は虚偽の報告をしたときは、指定を取り消し、又は期なお、

ので十分留意し間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがある

てください。

４ 報酬請求指導

指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに介護報酬（基本単位及び各種加算）の

請求状況について、関係資料により確認を行いますが、報酬基準に適合しない取扱い

等が認められた場合には、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算定要件

の説明等を行い、適切なサービスの実施となるよう指導するとともに、過去の請求に

ついて自己点検の上、不適切な請求となっている部分については過誤調整として返還

を指導します。

５ 過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、保険者より返還命令）

実地指導等において、過誤調整が必要と思われる場合は、原則として次のとおり取

り扱います。

①介護サービス提供の記録が全くない場合は、サービス提供の挙証責任が果たせて

いないため返還を指導します。

②基準省令及び告示に明記されている基準・加算要件等を満たしていない場合は返

還を指導します。

③加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合や、解釈通知に即したサー

ビス提供を実施していないことにより加算本来の趣旨を満たしていない場合は、

返還を指導します。※

④加算報酬上の基準要件を満たし解釈通知に即したサービス提供を行っているが、

不適切な取扱いが認められる場合や、解釈通知に即したサービス提供を実施して

いないものの、加算本来の趣旨を満たしていないとまではいえない場合は、適切

な取扱いとなるよう指導します。

※平成１９年３月１日付 厚生労働省介護保険指導室事務連絡 『 報酬請求指導マ「

ニュアル」に基づく加算請求指導に関するＱ＆Ａについて』参照。
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資料２ 介護保険サービスの人員，設備及び運営に関する基準等に係る

条例制定について （平成２５年４月１日施行）

《 条例制定の概要 》

この資料は，本市独自基準の内容のうち、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療

養管理指導に関係する部分の概要をまとめています。なお，現時点では，条例施行規則及

び解釈通知は「案」であり，内容が変わることがあります。

なお，文中の「法」は 「介護保険法（平成９年法律第１２３号 」のことです。， ）

○独自基準について

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して自立した生活ができるよ

う，施設においては，できる限り家庭に近い居住環境を整えるため，次の

基本的な考え方から独自基準を制定しています。

１ 公正，公平，適正の確保のため

２ プライバシー保護，人権擁護のため

３ 利用者負担軽減のため

４ サービスの質向上のため

《 目 次 》

（基本方針等） 《頁》

１ 暴力団員の排除 ・・・ ５

２ 虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修の実施 ・・・ ６

４ 地域包括支援センターとの連携 ・・・ ８

（運営基準）

15 多様な手法を用いた評価 ・・・ ９

16 成年後見制度の活用支援 ・・・１０

17 研修の機会確保 ・・・１１

18 別居親族への訪問系サービス提供の制限 ・・・１２

25 運営規程の整備 ・・・１８

27 記録の保存期間を2年から5年へ延長 ・・・１９
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１ 暴力団員の排除

○基準条例

事業者の役員又は事業所の管理者が岡山市暴力団排除基本条例に定める暴

力団員でないこととする規定を新設します。

○対象サービス

全サービス共通

○条例の考え方

介護保険サービスの事業活動により，暴力団の活動を助長し，又は暴力団

の運営に資することのないよう，暴力団員を排除し，利用者が安心してサー

ビスの利用ができる環境を整備します。

【居宅サービスの例】

（指定居宅サービスの事業の一般原則）

， 。 ，第３条 法第７０条第２項第１号の条例で定める者は 法人とする ただし

病院（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項の病院をい

う。以下同じ ，診療所（同条第２項の診療所をいう。以下同じ ）若し。） 。

くは薬局（薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１１項の薬局を

いう。以下同じ ）により行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診。

療所により行われる訪問看護，訪問リハビリテーション，通所リハビリテ

ーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては，この限

りでない。

２ 前項に定める者の役員（業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれ

らに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者である

かを問わず，事業を行う者に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又

はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む ）及び当該申請に係る事業所を管理する者は，岡山市暴力団排除基本。

条例（平成２４年市条例第３号）第２条第２号に規定する暴力団員であっ

てはならない。

３～６ （略）
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《解釈通知の案》

第１ 総論

基準省令解釈通知第二の３の次に次の内容を加える。

４ 指定居宅サービスの事業の一般原則（居宅条例第３条）

(1) 申請者の要件（同条第１項）

指定居宅サービス事業者の指定の申請者は法人でなければならない。ただ

し，次に掲げる居宅サービスの種類に係る指定の申請にあっては，この限り

でない。

ア 病院，診療所又は薬局により行われる居宅療養管理指導

イ 病院又は診療所により行われる訪問看護，訪問リハビリテ－ション，通

所リハビリテ－ション又は短期入所療養介護

(2) 暴力団員の排除（同条第２項）

介護保険事業により暴力団の活動を助長し，又は暴力団の運営に資するこ

とのないよう，指定居宅サービス事業者の役員及び当該指定に係る事業所の

管理者（以下「役員等」という ）は，暴力団員であってはならないことを。

規定したものである。そのため，本市においては，指定居宅サービス事業者

， ，の指定を受けようとする者は申請書に 役員等の変更に伴うものは変更届に

役員等が暴力団員でない旨の誓約書に役員等名簿を添付して提出しなければ

平成２５年４月１日において現に指定を受けならないこととする。ただし，

ている全ての指定居宅サービス事業者は，同日における当該指定に係る事業

所の役員等である者について，前記にかかわらず，平成２５年４月末日まで

に，役員等が暴力団員でない旨を誓約書に役員等名簿を添付して市長に提出

するものとする。

（ポイント）

※訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導における、みなし

（ ） 、 。指定事業所 保険医療機関・保険薬局 については 誓約書等の提出は不要

２ 虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修の実施

○基準条例

利用者の人権擁護，虐待防止等のため，責任者の設置，研修の実施等を努

力義務とする規定を追加します。
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○対象サービス

全サービス共通

○条例の考え方

利用者の人権の尊重を図り，虐待の防止を推進することは，介護保険サー

ビスにおいて重要であることから，虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修

の実施の規定を設けます。なお，障害福祉サービスでは 「利用者の人権の，

擁護，虐待防止等のため，責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとと

もに，その従業者に対し，研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない 」と厚生労働省令で規定されています。。

【居宅サービスの例】

（指定居宅サービスの事業の一般原則）

第３条 （略）

２ （略）

３ 指定居宅サービス事業者は，利用者の意思及び人格を尊重して，常に利

用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。

， ， ，４ 指定居宅サービス事業者は 利用者の人権の擁護 虐待の防止等のため

， ，責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに その従業者に対し

研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。

５，６ （略）

《解釈通知の案》

第１ 総論

基準省令解釈通知第二の３の次に次の内容を加える。

４ 指定居宅サービスの事業の一般原則（居宅条例第３条）

(1)～(2) （略）

(3) 人権の擁護及び虐待の防止等（同条第４項）

指定居宅サービス事業者は，利用者の人権の擁護，虐待の防止等のため

の体制の確保に係る責任者（以下「 」という ） す虐待防止責任者 を選任。

ること。

指定居宅サービス事業者は，従業者に対し 「高齢者虐待の防止，高齢，

者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）の

趣旨及び内容を十分に踏まえた しなけれなならない。研修を実施

（ポイント）

※各事業所ごとに虐待防止責任者を設置するとともに、従業者に対して、

虐待防止研修を実施すること。

※利用者の居宅において虐待を発見した場合は、地域包括支援センター等

に通報すること。
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４ 地域包括支援センターとの連携

○基準条例
サービスの提供等に際しての連携先に地域包括支援センターを追加しま

す。また，地域包括支援センターが開催する地域ケア会議への求めがあった
場合の参加を努力義務とします。

○対象サービス
全サービス共通

○条例の考え方
第５期計画の基本目標にもなっている「地域包括ケアシステム」では，地

域包括支援センターが重要な位置付けとなることから，地域の包括的な支援
に向けて，地域包括支援センターとの連携を強化します。

【居宅サービスの例】
（指定居宅サービスの事業の一般原則）
第３条 （略）
５ 指定居宅サービス事業者は，指定居宅サービスの事業を運営するに当た
っては，地域との結び付きを重視し，市町村， （法地域包括支援センター
第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同
じ ，居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを。）
提供する者との連携に努めなければならない。
６ 指定居宅サービス事業者は，地域包括支援センターから求めがあった場
合には，地域ケア会議に参加するよう努めなければならない。

《解釈通知の案》
第１ 総論

基準省令解釈通知第二の３の次に次の内容を加える。
４ 指定居宅サービスの事業の一般原則（居宅条例第３条）
(1)～(3) （略）
(4) 地域包括支援センターとの連携等（同条第５項及び第６項）

地域包括ケアシステムでは，地域包括支援センターが重要な位置付けと
なることから，指定居宅サービス事業者は，地域における包括的な支援に
向けて，地域包括支援センターとの連携に努めることとしたものである。
指定居宅サービス事業者は，地域包括支援センターから求めがあった場

合には，地域ケア会議に参加するよう努めること。なお，地域ケア会議に
参加した場合は，専門的な見地からの意見を述べるよう努めること。

【訪問看護の例】
（居宅介護支援事業者等との連携）
第７０条 指定訪問看護事業者は，指定訪問看護を提供するに当たっては，
居宅介護支援事業者， 又は保健医療サービス若しく地域包括支援センター
は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

２ 指定訪問看護事業者は，指定訪問看護の提供の終了に際しては，利用者
又はその家族に対して適切な指導を行うとともに，主治の医師及び居宅介
護支援事業者に対する情報の提供及び 又は保健医療地域包括支援センター
サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなけれ
ばならない。

- 8 -



1５ 多様な手法を用いた評価

○基準条例

自主評価だけでなく，多様な評価の手法を用いて評価を行うことを義務と

します。さらに，特定施設，特養，老健については，外部の者による評価及

びそれらの結果の公表を努力義務とします。

○対象サービス

全サービス

○条例の考え方

サービスの質の評価方法については，自主評価だけでなく，多様な評価の

， ，手法を用いることとし 様々な視点から客観的にサービスの質の評価を行い

。 ， ， ，より良いサービスを提供することを目的とします さらに 特定施設 特養

老健については，外部評価を努力義務とすることで，自己評価では見えない

視点からのサービスの質向上が期待できます。

【訪問看護の例】

（指定訪問看護の基本取扱方針）

第７３条 指定訪問看護は，利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資

するよう，療養上の目標を設定し，計画的に行われなければならない。

２ 指定訪問看護事業者は，多様な評価の手法を用いてその提供する指定訪

問看護の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。

《解釈通知の案》

(1) 運営に関する基準

※ サービスの質の評価

指定訪問看護の提供については，目標達成の度合いやその効果等につい

て評価を行うとともに，必要に応じて訪問看護計画の修正を行い改善を図

る等に努めなければならない。

サービスの評価は，自ら行う評価に限らず，第三者などの外部の者によ

る質の評価など，多様な評価の手法を用いて，様々な視点からサービスの

質の評価を行わなければならない。

また，より良いサービスの提供のために，その評価の結果を踏まえ，常

にサービスの質の改善を図らなければならない。

（ポイント）

※多様な評価の手法とは、例えば利用者又はその家族からの評価

（アンケート）なども含まれる。
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1６ 成年後見制度の活用支援

○基準条例

成年後見制度の活用支援について追加します。

○対象サービス

全サービス共通

○条例の考え方

適正な契約手続等の支援の促進を図るため，必要に応じ，利用者が成年後

見制度を活用することができるように支援することを明記します。

【訪問リハビリテーションの例】

（指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針）

第８７条 （略）

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は，必要に応じ，利用者が成年後見

制度を活用することができるように支援しなければならない。

《解釈通知の案》

(1) 運営に関する基準

※ サービスの質の評価

（略）

※ 成年後見制度の活用支援

成年後見制度は，さまざまな障害により判断能力が十分でない者（認知

症高齢者，知的障害者，精神障害者など）の財産管理や介護サービスの利

用契約などを，成年後見人等が本人に代わり行うことにより，このような

者の財産や権利を保護し支援する制度である。

は，適正な契約手続等を行うために指定訪問リハビリテーション事業者

（ ， ，成年後見制度の活用が必要と認められる場合 利用者自身では 各種契約

不動産・預貯金等の財産の管理等が困難であり，利用者の財産や権利を保

護し支援する必要がある場合等）は，地域包括支援センターや市町村担当

課等の相談窓口を利用者又は家族に紹介する等関係機関と連携し，利用者

が成年後見制度を活用することができるように支援しなければならない。
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１７ 研修の機会確保

○基準条例

研修計画の作成，研修の実施，計画的な人材育成の規定を追加します。

○対象サービス

全サービス共通

○条例の考え方

従業者の資質向上のために，研修計画を作成，当該計画に従った研修の実

施を義務付けます。また，安定した事業運営のために，計画的な人材育成を

事業者の努力義務とします。

【居宅療養管理指導の例】

☆準用（勤務体制の確保等）

第３２条 （略）

３ は， の資質の向上指定居宅療養管理指導事業者 居宅療養管理指導従業者

のために研修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施しなければなら

ない。

４ は，従業者の計画的な人材育成に努めなけ指定居宅療養管理指導事業者

ればならない。

解釈通知の案》《

(1) 運営に関する基準

※ 勤務の体制等の記録

（略）

※ 研修の実施及び人材育成

の の質の向上を図指定居宅療養管理指導事業所 居宅療養管理指導従業者

るために作成する「研修計画」は，当該事業所におけるサービス従業者の

資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確

保を定めるとともに，個別具体的な研修の目標，内容，実施時期等を定め

た計画を策定すること。なお，当該研修には，高齢者の人権擁護，虐待防

止等の内容が含まれていなければならない。

また，作成した研修計画に従い，当該事業所内で研修を実施するととも

に，研修機関が実施する研修への参加の機会を確保するなど従業者の計画

的な人材育成に努めなければならない。
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１８ 別居親族への訪問系サービス提供を制限

○基準条例

訪問介護員等が，その別居親族に対するサービス提供を制限する規定を新

設します。また，別居親族に対するサービス提供を制限する親族の範囲につ

いて，規則において明確にします。

○対象サービス

訪問介護，訪問看護（これらの介護予防サービスを含む ）。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護，夜間対応型訪問介護

○条例の考え方

家族介護と保険給付対象サービスを明確に区分します。ただし，利用者が

離島，山間のへき地その他の地域であって，その別居の親族からサービスの

提供を受けなければ，必要なサービスの見込量を確保することが困難である

と市長が認めるものについて例外規定を設け，詳細については規則において

明確にします。

【訪問看護の例】

（同居家族に対するサービス提供の禁止）

第７６条 指定訪問看護事業者は，看護師等に，その同居の家族である利用

者に対する指定訪問看護の提供をさせてはならない。

（別居親族に対するサービス提供の制限）

第７７条 指定訪問看護事業者は，看護師等に，その別居の親族である利用

者であって，規則で定めるものに対する指定訪問看護の提供をさせてはな

らない。ただし，別居の親族である利用者に対する指定訪問看護が規則で

定める基準に該当する場合には，この限りでない。

【規則の案】

（別居の親族）

第２条 条例第２６条及び第７７条に規定する規則で定める者は，訪問

介護員等又は看護師等との関係が，次の各号のいずれかに該当する利

用者とする。

(1) 配偶者

(2) ３親等内の血族及び姻族
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（３親等内の血族）

子，孫，ひ孫，兄弟姉妹，おい・めい，おじ・おば，父母，祖父母，曾祖

父母

（３親等内の姻族）

子の配偶者，孫の配偶者，ひ孫の配偶者，兄弟姉妹の配偶者，おい・めい

の配偶者，おじ・おばの配偶者

配偶者の兄弟姉妹，配偶者のおい・めい，配偶者のおじ・おば，配偶者の

父母，配偶者の祖父母，配偶者の曾祖父母

（別居の親族に対する指定訪問看護に係るサービス提供の制限の例外）

第５条 条例第７７条ただし書に規定する規則で定める基準は，次の各

号のいずれにも該当する場合とする。

(1) 指定訪問看護の利用者が離島，山間のへき地その他の地域であっ

て，その別居の親族から指定訪問看護の提供を受けなければ，必要

な訪問看護の見込量を確保することが困難であると市長が認める地

域に住所を有すること。

(2) 指定訪問看護が法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事

業者又は法第４７条第１項第１号に規定する基準該当居宅介護支援

の事業を行う者の作成する居宅サービス計画に基づいて提供される

こと。

(3) 指定訪問看護が条例第７５条第１項に規定する訪問看護計画書に

基づいて提供されること。

(4) 指定訪問看護を提供する看護師等の当該指定訪問看護に従事する

時間の合計時間が当該看護師等が指定訪問看護に従事する時間の合

計時間のおおむね２分の１を超えないこと。

２ 指定訪問看護事業者は，条例第７７条ただし書及び前項の規定に基

づき，看護師等にその別居の親族である利用者に対する指定訪問看護

の提供をさせる場合において，当該利用者の意向，当該利用者に係る

訪問看護計画書の実施状況等からみて，当該指定訪問看護が適切に提

供されていないと認めるときは，当該看護師等に対し適切な指示を行

う等の必要な措置を講じなければならない。

解釈通知の案》《

(1) 運営に関する基準

※ 別居親族に対するサービス提供の制限

別居親族に対するサービス提供については，原則として，禁止す

， ， ， ，ることとし 例外的に 離島 山間のへき地その他の地域であって

その別居の親族から指定訪問看護を受けなければ，必要な訪問看護
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の見込量を確保することが困難であると市長が認めた地域に限り，

その別居の親族に対するサービス提供を認めることとしたものであ

るが，その運用については，次のとおりとする。

① 市長が認める地域は，厚生労働大臣が定める地域（平成２４年

厚生労働省告示第１２０号）とする。

② 指定訪問看護事業所は，当該事業所の看護師等に，当該看護師

等と当該事業所の利用者との関係が配偶者又は３親等内の血族及

別居親族 に対する訪問び姻族に該当する者（以下「 」という ）。

別居親族に対する訪問看護看護を行わせる場合は，あらかじめ，

が認められるための要件を満たしていることを確認できる書類を

市長に届け出なければならない。

③ 指定訪問看護事業所の看護師等は，当該看護師等と当該事業所

の利用者との関係が別居親族である者に対しての訪問看護の実施

が計画された場合は，直ちに，管理者にその旨を報告しなければ

ならない。

④ 市長は，要件に反した訪問看護が行われている場合のほか，い

ったん認めた別居親族に対する訪問看護について，事後的にその

要件を満たしていないと認めるときは，保険給付を行わず，又は

既に支払った保険給付の返還を求めるものとする。

⑤ 看護師等が別居親族の訪問看護に従事する時間の合計時間が当

該看護師等の訪問看護に従事する時間の合計時間のおおむね２分

の１を超えないという要件は，別居親族の訪問看護が「身内の看

護」ではなく 「訪問看護事業所の従業者による看護」として行，

われることを担保する趣旨で設けたものである。指定訪問看護事

業者は，こうした趣旨を踏まえ，看護師等と当該事業所の利用者

との間に親族関係があるかどうかを確認するものとし，管理者に

対して必要な指揮命令を行うこと。

（ポイント）

※別居親族に対するサービス提供については、原則として、禁止する。

・管理者は、事業所の看護師等と利用者に親族関係があるかどうかについて

必ず確認し、看護師等としてサービス提供させることがないように管理す

ること。

・看護師等は、利用者との関係が「別居親族」に該当する場合、直ちに、管

理者にその旨を報告すること。
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・例外規定に該当し「別居親族」に対する訪問看護を行わせる場合は、事前

に、別居親族に対する訪問看護が認められるための要件を満たしているこ

ことを確認できる書類を市長に届け出ること。

【提出書類】

①別居親族に対するサービス提供に関する届出書

②居宅サービス計画

③訪問看護計画書

④勤務シフト表

・例外規定を認める地域は、次のとおりとする。

【対象地域】

離島振興対策実施地域・・・犬島

振興山村・・・旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）

旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）

旧竹枝村 （大田・吉田・土師方・小倉）

旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品田）

・事前の届出がない場合、及び届出後に要件を満たしていない訪問看護が

行われた場合は、介護報酬の返還を求めるものとする。
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３ ③ 

② 

① ３ 

２ 

３ 

③ 

② 

③ ① 

② 

③ 

１ 

２ 

３ ３ 

２ 

１ 

１ 

２ 

３ 

２ 

３ 

※数字は親等を表します。なお、○数字は血族を、数字のみは姻族を表しています。 

※同居の家族については、上記以外でもサービス提供し介護報酬を請求することはでき 

 ません。 

子 

曾祖 

 父母 

孫 

本人

ひ孫 

父母 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

父母 

傍系 

 姻族 

直系 

血族 

連れ子 

祖父母 

兄弟 

 姉妹 

おい 

 めい 

おじ 

 おば 

連れ子

の子 

曾祖 

 父母 

祖父母 

配偶者 

連れ子

の孫 

おじ 

 おば 

兄弟 

 姉妹 

おい 

 めい 

直系 

姻族 

傍系 

血族 

親族図 ～別居親族：３親等内の血族及び姻族（配偶者を含む）の範囲～ 
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別居親族に対するサービス提供に関する届出書（暫定版・訪問看護） 

 年  月  日 

岡 山 市 長  様   

                          （事業者名）      

                           （代表者職・氏名）              印 

別居親族に対する訪問看護サービスの提供について 

下記の利用者に対して、別居親族である看護師等による訪問看護サービスの提供が必要と考え

ますので以下のとおり届出します。 

記 

法人名 

事業所名 事業所番号 

所在地 
〒                               

電話番号 

訪問看護

事業所 

管理者氏名 

氏名 利用者との続柄 

住所 
看護師等 

他の利用者へ

の訪問看護 
 有 （月   回、担当人数   名） ・ 無 

氏名     年齢  性別  要介護度 

住所     

被保険者番号  
認定有効

期間 
 年  月  日～   年  月  日 

利用者   

疾患名等 認知症・（     ） 認知症高齢者生活自立度  自立・Ⅰ・Ⅱa・Ⅱb・Ⅲa・Ⅲb・Ⅳ・Ｍ

氏名     介護支援

専門員   事業所名   事業所番号 

別居親族である看護師等

による訪問看護サービス

が必要な理由 

訪問看護

事業所の

方針 

別居親族看護

師等に対する 

行動管理方法 

※添付書類 ① 居宅サービス計画書【写】等 ② 訪問看護計画書【写】③ 勤務シフト表
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２５ 運営規程の整備

○基準条例

運営規程に定めるべき項目を追加します。

○対象サービス

全サービス

○条例の考え方

サービスの質の向上に向けた取組みを自ら行う必要があることから，事故

（ ） ， ，発生の防止及び 発生時の対応 虐待を防止するための措置に関する事項

成年後見制度の活用支援，苦情解決体制の整備等の重要事項について，あら

かじめ運営規程に定めることを義務付けます。さらに，入所系サービスにつ

いては，身体的拘束等の禁止及び緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合の

手続についても，あらかじめ運営規程に定めることを義務付けます。

【訪問リハビリテーションの例】

（運営規程）

第８９条 指定訪問リハビリテーション事業者は，指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所ごとに，次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。

(1) 事業の目的及び運営の方針

(2) 従業者の職種，員数及び職務の内容

(3) 営業日及び営業時間

(4) 指定訪問リハビリテーションの利用料その他の費用の額

(5) 通常の事業の実施地域

(6) 事故発生時等における対応方法

(7) 虐待の防止のための措置に関する事項

(8) 成年後見制度の活用支援

(9) 苦情解決体制の整備

(10) その他運営に関する重要事項

解釈通知の案》《

(1) 運営に関する基準

※ 虐待の防止のための措置に関する事項

は，利用者に対する虐待を早期に指定訪問リハビリテーション事業者

発見して迅速かつ適切な対応が図られるための必要な措置について，運

営規程に定めること。具体的には，虐待防止責任者の選任，従業者に対

する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計

画など）等を指すものであること。
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27 記録の保存期間を2年から5年へ延長

○基準条例

， ，従業者の勤務記録 介護給付費等の請求及び受領等の記録についても含め

保存期間を「２年間」から「５年間」に延長します。

○対象サービス

全サービス

○条例の考え方

公費の過払いの場合（不正請求を含まない ）の返還請求の消滅時効は，。

地方自治法第236条第1項の規定により５年であることから，返還請求にお

， 。いて特に必要となる記録についても含め 文書の保存期間を5年間とします

【居宅療養管理指導の例】

☆準用（勤務体制の確保等）

指定居宅療養管理指導事業者 指定居宅療第３２条 は，利用者に対し適切な

指定居宅療養管理指導事業所 居宅養管理指導を提供できるよう， ごとに，

の勤務の体制を定め，その勤務の実績とともに記録し療養管理指導従業者

ておかなければならない。

《解釈通知の案》

(1) 運営に関する基準

※ 勤務の体制等の記録

ごとに，原則として月ごとの勤務表を作成指定居宅療養管理指導事業所

し， については，日々の勤務時間，職務の内容，居宅療養管理指導従業者

常勤・非常勤の別，管理者との兼務関係等を明確にすること。

また，併せて，月ごとにその勤務の実績とともに記録すること。

（記録の整備）

第９９条 指定居宅療養管理指導事業者は，従業者，設備，備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。

２ 指定居宅療養管理指導事業者は，利用者に対する指定居宅療養管理指導

次に掲げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存しの提供に関する

なければならない。

(1) 次条において準用する第１９条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録

(2) 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録

(3) 次条において準用する第３２条第１項に規定する勤務の体制等の記録
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(4) 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録

(5) 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び事故

に際してとった処置についての記録

(6) 法第４０条に規定する介護給付及び第９５条第１項から第３項までに

規定する利用料等に関する請求及び受領等の記録

《解釈通知の案》

(1) 運営に関する基準

※ 記録の整備

利用者に対する の提供に関する各種記録を整備指定居宅療養管理指導

し，その完結の日から５年間保存しなければならないとしたものである。

ここでいう「完結の日」とは，利用者との契約の終了日又はサービス提供

した日ではなく，それぞれの書類ごとにその書類を使わなくなった日とす

る。利用者との契約が継続している間において，当該利用者に関する全て

の記録の保存を求めるものではない。例えば，介護給付費の請求の根拠と

なるサービス提供の記録は，その記録に対する介護給付費等を請求し，受

「 」 ， 。領した日が 完結の日 となり その翌日から５年間保存することとなる

【完結の日について】

「完結の日」とは 「それぞれの書類ごとにその書類を使わなくなっ，

た日」です。利用者との契約が継続している間，当該利用者に関する

全ての記録の保存を求めるものではありません。

例えば，介護給付費の請求の根拠となるサービス提供の記録は，そ

の記録に対する介護給付費等を請求し，受領した日が「完結の日」と

なります。

なお，この考え方は，介護保険法に基づく記録について適用され，

他の法律等により保存の規定が設けられているものは，その規定に従

うこととなります。
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（素案）
平成２５年３月●日

岡事指第 号

市内介護保険事業者各位

岡山市保健福祉局長

介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び

指定介護予防サービス等の基準等について

介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という ）第４２条第１項第２号，。

第７４条第１項及び第２項並びに第７０条第２項第１号の規定による「岡山市指定居宅サ

， 」（ 「 」 。）ービス等の事業の人員 設備及び運営の基準等を定める条例 以下 居宅条例 という

については，岡山市条例第８５号をもって，法第５４条第１項第２号，第１０５条の４第

１項及び第２項並びに第１１５条の２第２項第１号の規定による「岡山市指定介護予防サ

ービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法の基準等を定める条例 （以下「予防条例」という ）について」 。

は，岡山市条例第９０号をもって，平成２４年１２月１９日に公布され，平成２５年４月

１日から施行されます。条例の内容としては，従来，厚生労働省令で定めている基準を基

本としていますが，本市が独自に定めた基準もありますので，その運用に当たっては，次

のことに留意し，適切に対応してください。

記

１ 本市独自基準以外の基準についての運用

２に定めるもののほか 「居宅条例」及び「予防条例」の運用に当たっては 「指定， ，

居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準 （平成１１年厚生省令第３」

７号。以下「居宅基準」という ）及び「指定介護予防サービス等の事業の人員，設備。

及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準 （平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「予防基準」という ）の運用」 。

のために発出された「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準に

」（ 。 「 」 。）ついて 平成１１年９月１７日付け老企第２５号 以下 基準省令解釈通知 という

並びにその他厚生労働省から発出された各種通知及びＱ＆Ａにおいて示されている内容

を適用するので，これを踏まえて指定居宅サービス等事業者及び指定介護予防サービス

等事業者は，適正な事業運営をすること。

２ 本市独自基準についての運用

「居宅条例」及び「予防条例」において本市独自に規定した基準等について，市独自

に運用上の留意事項を別紙のとおり定めたので，指定居宅サービス等事業者及び指定介

護予防サービス等事業者は，別紙の留意事項を十分に確認の上，適正に事業を運営する

こと。

３ 運営規程の変更の届出

運営規程に変更があったときは，１０日以内に，その旨を市長に届け出なければなら

条例制定に伴う運営規程の変更に限り，前記にかかわらず，平成２５年ない。ただし，

４月末日までに届け出ることで足りるものとする。
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（別紙）

岡山市指定居宅サービス等及び岡山市指定介護予防サービス等

に係る本市独自基準の運用について

第１ 総論

基準省令解釈通知第二の３の次に次の内容を加える。

４ 指定居宅サービスの事業の一般原則（居宅条例第３条）

(1) 申請者の要件（同条第１項）

指定居宅サービス事業者の指定の申請者は法人でなければならない。ただし，

次に掲げる居宅サービスの種類に係る指定の申請にあっては，この限りでない。

ア 病院，診療所又は薬局により行われる居宅療養管理指導

イ 病院又は診療所により行われる訪問看護，訪問リハビリテ－ション，通所リ

ハビリテ－ション又は短期入所療養介護

(2) 暴力団員の排除（同条第２項）

介護保険事業により暴力団の活動を助長し，又は暴力団の運営に資することの

ないよう 指定居宅サービス事業者の役員及び当該指定に係る事業所の管理者 以， （

下「役員等」という ）は，暴力団員であってはならないことを規定したもので。

ある。そのため，本市においては，指定居宅サービス事業者の指定を受けようと

する者は申請書に，役員等の変更に伴うものは変更届に，役員等が暴力団員でな

い旨の誓約書に役員等名簿を添付して提出しなければならないこととする。ただ

平成２５年４月１日において現に指定を受けている全ての指定居宅サービスし，

事業者は，同日における当該指定に係る事業所の役員等である者について，前記

にかかわらず，平成２５年４月末日までに，役員等が暴力団員でない旨を誓約書

に役員等名簿を添付して市長に提出するものとする。

(3) 人権の擁護及び虐待の防止等（同条第４項）

指定居宅サービス事業者は，利用者の人権の擁護，虐待の防止等のための体制

の確保に係る責任者（以下「虐待防止責任者」という ）の選任をすること。。

指定居宅サービス事業者は，従業者に対し 「高齢者虐待の防止，高齢者の擁，

護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）の趣旨及び内容

を十分に踏まえた研修を実施しなけれなならない。

(4) 地域包括支援センターとの連携等（同条第５項及び第６項）

地域包括ケアシステムでは，地域包括支援センターが重要な位置付けとなるこ

とから，指定居宅サービス事業者は，地域における包括的な支援に向けて，地域

包括支援センターとの連携に努めることとしたものである。

， ，指定居宅サービス事業者は 地域包括支援センターから求めがあった場合には

。 ， ，地域ケア会議に参加するよう努めること なお 地域ケア会議に参加した場合は

専門的な見地からの意見を述べるよう努めること。

第２ 介護サービス

１ 訪問介護

(1) 運営に関する基準

ア 指定訪問介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅条例第２２条及び第２

３条）

(ｱ) 基準省令解釈通知第三の一の３の(12)中①は次のとおり読み替える。

- 22 -



１ 主な関係法令

・介護保険法（平成9年法律第123号）

・介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）

↓

※平成２５年度からは 「岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する、

基準等を定める条例（平成24年市条例第８５号 、）」

「岡山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例施

が適用されます。行規則」

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 （平成18年厚生労働省令第35号）

↓

※平成２５年度からは 「岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに、

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（平成24年市条例第９０号 、）

「岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条

が適用されます。例施行規則」

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 （平成12年厚生省告示第19号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第127号）

・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

↓ （平成11年老企第25号）

※平成２５年度からは 「介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定、

も適用されます。指定介護予防サービス等の基準について」

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理

指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について （平成12年老企第36号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項

について （平成18年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号）

・通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて （平成12年老企第54号）

※上記の法令･通知等は、次の文献、ホームページ等でご確認ください。

介護報酬の解釈 １単位数表編 青本文献： 平成２４年４月版（発行：社会保険研究所）･･･

介護報酬の解釈 ２指定基準編 赤本平成２４年４月版（発行：社会保険研究所）･･･

介護報酬の解釈 ３ＱＡ・法令編 緑本平成２４年４月版（発行：社会保険研究所）･･･
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ホームページ

・厚生労働省 法令等データベースシステム

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/

・厚生労働省 平成２４年度介護報酬改定について

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/housyu/kaitei.html

・厚生労働省 介護サービス関係Ｑ＆Ａ

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html

・ＷＡＭ.ＮＥＴ

http://www.wam.go.jp/

・岡山市事業者指導課ホームページ

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html
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指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管

理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年3月1日老企第36号）

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与

費に係る部分に限る ）に関する事項。

１ 通則 （抜粋）

(1)算定上における端数処理について

①単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に

限る ）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、。

絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

(例） ・・・ （省略） ・・・

②金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数については

「切り捨て」とする。

(例） ・・・ （省略） ・・・

(2)サービス種類相互の算定関係について

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着型特定施設入居者生

活介護を受けている間については、その他の指定居宅サービス に係又は指定地域密着型サービス

（居宅療養管理指導費を除く ） ただし、特定施設入る介護給付費 は算定しないものであること。。

居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担

により、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは

短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間に差し支えないものであること。また、

訪問介護費、訪問入浴介護費、 、通所介護費ついては、 訪問看護費、訪問リハビリテーション費

及び通所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介

は算定しない護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費及び複合型サービス費

ものであること。

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービスの所定単位

数は算定できない。例えば、利用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問

して掃除等を行うことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確認・健

康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護（生活援助が中心の場合）の所

定単位数は算定できない （利用者不在時の訪問サービスの取扱いについては、当該時間帯に通所。

サービスを利用するかにかかわらず、同様である ）。

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている者に

ついても算定が可能であること。

(3)施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービス

、居宅療養管理指終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーション費

導費及び通所リハビリテーション費 訪問介護等の福祉系サービスは別に算定では算定できない。

きるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることか

ら、退所（退院日）に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正で

ない。
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また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に算

定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込む

といった居宅サービス計画は適正でない。

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療施設の試行

的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できない。

(4)同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて

ただし、訪問介護利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。

と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場

合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必

要であると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定さ

れる。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメント（利用者につい

て、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評

価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことがで

きるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。以下同じ ）を通じて、利用者の。

心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要であると判断され、30

分以上1時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場

合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介護については402単位、訪問看護については830単位が

それぞれ算定されることとなる。

(5)複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱いについ

て

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護高

齢者夫婦のみの世帯に100分間訪問し、夫に50分の訪問介護（身体介護中心の場合 、妻に50分の）

訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ402単位ずつ算定される。ただ

し、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。

(6)訪問サービスの行われる利用者の居宅について

訪問介護、訪問入浴介護、 （平成9年法律第訪問看護、訪問リハビリテーションは、介護保険法

第８条の定義上、要介護者の居宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以123号）

例えば、訪問介護の通院・外出介助については、利用者の居外で行われるものは算定できない。

宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗降、移送中の気分の確認 （場合により）、

院内の移動等の介助などは要介護者の居宅以外で行われるが、これは居宅において行われる目的

地（病院等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためである。居宅以外に

おいて行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動等の介助などのサービス行為だけを

もってして訪問介護として算定することはできない。
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指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

（ ）項について 平成18年3月17日老計発第0317001号･老振発第0317001号･老老発第0317001号

第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項

１ 通則 （抜粋）

(1)算定上における端数処理について （省略）

(2)サービス種類相互の算定関係について

介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護費を受けている間に

又は地域密着型介護予防サービス費（介護予防居宅ついては、その他の指定介護予防サービス費

療養管理指導費を除く ） ただし、指定介護予防特定施設入居者生。 は算定しないものであること。

活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の

介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用させることは差し支えないものである

介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている間についてこと。また、

は、 介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビ介護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、

、介護予防通所介護費及び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認リテーション費

。知症対応型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しないものであること

なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所

療養介護を受けている者についても算定が可能であること。

(3)退所日等における介護予防サービス費の算定について

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、介護予防訪問看護

、介護予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビ費、介護予防訪問リハビリテーション費

リテーション費 介護予防訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、介は算定できない。

護予防短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退

院日）に介護予防通所介護を機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適正でない。な

お、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する介護予防訪問通所サービスは別

に算定できる。ただし、入所（入院）前に介護予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーショ

ンを機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適正でない。

(4)同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合の取扱いについて

ただし、利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用することを原則とする。

介護予防訪問介護と介護予防訪問看護、又は介護予防訪問介護と介護予防訪問リハビリテーショ

ンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、

同一時間帯に利用することが介護のために必要であると認められる場合に限り、それぞれのサー

ビスについてそれぞれの所定単位数が算定される。

(5)介護予防訪問サービスの行われる利用者の居宅について

介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーシ介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、

ョンは、介護保険法 第８条の２の定義上、要支援者の居宅において行われ(平成9年法律第123号)

るものとされており、要支援者の居宅以外で行われるものは算定できない。
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２ 実施に当たっての留意事項について

第１ 運営に関する基準

１ 内容及び手続の説明及び同意 （基準省令第８条（準用））→（条例第８条（準用））

「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（営業時間、通常の事業の実施地域など）が相違×

している。

重要事項の説明を行っていない。×

（ポイント）

・ 重要事項説明書」は、利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明するた「

めのものであるので、まずは当該説明書を交付し、重要事項の説明を行うこと。

その後、利用申込者等がサービス提供を希望する場合に同意を文書により得ること。

・苦情相談窓口については、事業所の担当者名と連絡先に加えて、

「岡山県国民健康保険団体連合会 ０８６－２２３－８８１１」

「岡山市事業者指導課 ０８６－２１２－１０１３」

及び岡山市以外の市町村が「通常の事業の実施地域」となっている場合は、当該市町村

介護保険担当課の連絡先を記載すること。

２ 利用料等の受領 （基準省令第66、78、87条）→（条例第71、85、95条）

通常の事業の実施地域内において、交通費（駐車料金を含む ）徴収している。× 。

（ポイント）

・利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問看護、

指定訪問リハビリテーションを行う場合は、それに要した交通費の支払いを受けること

ができる。

通常の事業の実施地域内では交通費（駐車料金を含む ）は徴収できない。＝ 。

３ 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 （基準省令第70条）→（条例第75条）

訪問看護計画書を准看護師が作成している。×

（ポイント）

・訪問看護計画書は、居宅サービス計画の内容に沿ったものでなければならない。そのた

サービス担当者会議に出席し情報共有することや居宅（介護予防）サービス計めには、

となる。画の交付を受け、サービス内容の確認を行うことが重要

・訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び利用者の心身の状況を踏まえて作

成されなければならないもので、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障
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するため、計画書の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得な

また、計画書を利用者に交付しなければならない。ければならない。

・ 。訪問看護計画書及び報告書の作成は、准看護師はできないので注意すること

なり、主治医に定期的に提出するものをいう。

４ 訪問リハビリテーション計画の作成 （基準省令第81条）→（条例第88条）

（ポイント）

・訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画の内容に沿ったものでなければなら

（ ）ない そのためには。 、サービス担当者会議に出席し情報共有することや居宅 介護予防

となる。サービス計画の交付を受け、サービス内容の確認を行うことが重要

・訪問リハビリテーション計画は、医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、希

望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないもので、サービス内

容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、計画書の作成に当たっては、その

また、計画書を利用者に交内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならない。

付しなければならない。

５ 運営規程 独自基準

（ポイント）

・条例制定に伴い、運営規程に定めるべき項目が追加されている。

下線のある項目が今回追加した部分。

（基準省令第73条）→（条例第79条）訪問看護

(１) 事業の目的及び運営の方針

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容

(３) 営業日及び営業時間

(４) 指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額

(５) 通常の事業の実施地域

(６) 緊急時 における対応方法、事故発生時等

(７) 虐待防止のための措置に関する事項

(８) 成年後見制度の活用支援

(９) 苦情解決体制の整備

(10) その他運営に関する重要事項
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（基準省令第82条）→（条例第89条）訪問リハビリテーション

(１) 事業の目的及び運営の方針

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容

(３) 営業日及び営業時間

(４) 指定訪問リハビリテーションの利用料その他の費用の額

(５) 通常の事業の実施地域

(６) 事故発生時等における対応方法

(７) 虐待防止のための措置に関する事項

(８) 成年後見制度の活用支援

(９) 苦情解決体制の整備

(10) その他運営に関する重要事項

（基準省令第90条）→（条例第98条）居宅療養管理指導

(１) 事業の目的及び運営の方針

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容

(３) 営業日及び営業時間

(４) 指定居宅療養管理指導の種類及び利用料その他の費用の額

(５) 事故発生時等における対応方法

(６) 虐待防止のための措置に関する事項

(７) 成年後見制度の活用支援

(８) 苦情解決体制の整備

(９) その他運営に関する重要事項

６ 秘密保持等 （基準省令第33条（準用））→（条例第35条（準用））

従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持につ×

いて、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取り決めが行

われていない。

サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いることについて、そ×

れぞれから文書による同意が得られていない。

利用者の家族から使用の同意を得る様式になっていない。×

（ポイント）

・利用者の家族の個人情報を使用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族について

署名できる様式にしておくこと。
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７ 苦情処理 （基準省令第36条（準用））→（条例第38条（準用））

苦情処理に関する記録様式（処理簿･台帳等）が作成されていない。×

苦情処理の内容が記録様式に記録されていない。×

苦情の内容の記録のみで 「その後の経過 「原因の分析 「再発防止のための取組み」など× 、 」、 」、

が記録されていない 「再発防止のための取組み」が行われていない。。

（ポイント）

・苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。

また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを行うこと。

８ 事故発生時の対応（基準省令第37条（準用））→（条例第40条（準用））

事業所として「再発防止のための取組み」が行われていない。×

岡山市（事業者指導課）へ報告していない。×

（ポイント）

・事故の状況等によっては、岡山市（事業者指導課）へ報告を行うこと。

・岡山市へ報告する事故は、以下のとおり。

･･･ 岡山市介護保険事故報告事務取扱要領（Ｐ１０２）

(1) サービス提供中に、利用者が死亡又は負傷、失踪した場合

ア 「サービス提供中」とは、送迎中も含め、サービス提供している時間帯を通してす

べて含まれるものとする。

イ 「死亡」とは、事故死亡をさし、病気死亡は報告対象外とする。ただし、死因等に

疑義が生じる可能性がある場合（トラブルになる恐れのあるとき）は報告すること

とする。

ウ 「負傷」とは、通院入院を問わず医師の保険診療を要したもの。ただし、通院の場

合においては、加療を要しないものを除く。

エ 「失踪」とは、サービス提供中に、利用者の所在が不明となり、警察に捜索願が出

された場合とする。

オ 利用者が、事故発生から、ある程度の期間を経てから死亡した場合は、事業者は

速やかに報告書を再提出すること。

(2) 事業所における感染防止の観点から対策が必要な疾患であって、食中毒及びインフ

ルエンザ、感染性胃腸炎などの「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に対す

る法律」第１２条第１項に定める感染症及び疥癬・結核の発生が認められた場合

(3) その他、家族から苦情が出ている場合など、岡山市事業者指導課が報告する必要が

あると認める場合

９ 記録の整備 独自基準

（ポイント）

その完結の日から・利用者に対するサービス提供に関する次に掲げる記録を整備し、

保存しなければならない。５年間

保存する記録の種類を追加する （下線部の記録）・ 。
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※この考え方は、介護保険法に基づく記録について適用され、他の法律等により保存の

規定が設けられているものは、その規定に従うこととなる。

（基準省令第73条の２）→（条例第80条）訪問看護

(１) 訪問看護計画書

(２) 訪問看護報告書

(３) 第７４条第２項に規定する主治の医師による指示の文書

(４) 第１９条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録

(５) 第２７条に規定する市町村への通知の記録

(６) 第３２条第１項に規定する勤務の体制等の記録

(７) 第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録

(８) 第４０条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

(９) 法第４０条に規定する介護給付（予防給付）及び利第７１条第１項から第３項まで

に規定する利用料等に関する請求及び受領等の記録

（基準省令第82条の２）→（条例第90条）訪問リハビリテーション

(１) 訪問リハビリテーション計画

(２) 第１９条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録

(３) 第２７条に規定する市町村への通知の記録

(４) 第３２条第１項に規定する勤務の体制等の記録

(５) 第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録

(６) 第４０条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

(７) 法第４０条に規定する介護給付（予防給付）及び利第８５条第１項から第３項まで

に規定する利用料等に関する請求及び受領等の記録

（基準省令第90条の２）→（条例第99条）居宅療養管理指導

(１) 第１９条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録

(２) 第２７条に規定する市町村への通知の記録

(３) 第３２条第１項に規定する勤務の体制等の記録

(４) 第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録

(５) 第４０条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

(６) 法第４０条に規定する介護給付（予防給付）及び利第９５条第１項から第３項まで

に規定する利用料等に関する請求及び受領等の記録
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３ 介護報酬の算定上の留意事項について

第１ 訪問看護

１ 介護保険と医療保険

（ポイント）

・介護保険の被保険者であって、要介護（支援）認定を受けている者については、原則と

して介護保険から給付が行われるが、

①末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等の患者

（留意事項通知・青本Ｐ２１５）

②利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指示

（訪問看護ステーションにおいては特別指示書の交付）があった場合は、交付の日か

（留意事項通知・青本Ｐ２２７）ら１４日間を限度として

医療保険の給付対象となるものであり （介護保険の）訪問看護費は算定しない。、

・介護保険の区分支給限度基準額を超える場合であっても、本人の希望等の理由により

医療保険で請求することはできない。

２ ２０分未満の訪問看護 （平成２４年度改正）

（ポイント）

・２０分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等

の訪問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われ

るものである。

・したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画において２０分未満の訪問看護のみが

設定されることは適切ではなく、２０分以上の訪問看護を週１回以上含む設定とするこ

。と

緊急時訪問看護加・訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として

算の届け出をしている場合に算定可能である。

３ 短時間に複数の訪問を行う場合の取扱い

（ポイント）

・ （２０分未満の前回提供した訪問看護から概ね２時間未満の間隔で訪問看護を行う場合

訪問看護費を算定する場合及び利用者の状態の変化等により緊急の訪問看護を行う場合

は、それぞれの所要時間を合算するものとする。を除く ）。
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４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携 （平成２４年度新設）

（ポイント） ２，９２０単位／月

＜要介護５の加算＞ １月につき８００単位加算

＜准看護師の減算＞ 所定単位数の９８／１００

＜急性増悪等の減算＞ △９６単位／日

緊急時訪問看護加・訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として

算の届け出をしている場合に算定可能である。

・月額定額報酬であるが、月の途中から訪問看護を利用した場合、又は月の途中で利用を

終了した場合は日割り計算を行う。

・月の途中に短期入所生活（療養）介護を利用している場合は、その期間について日割り

計算により算定する。

・月の途中で、末期の悪性腫瘍又は厚生労働大臣が定める疾病等の状態となった場合は、

その状態にある期間について日割り計算により算定する。

・その他日割り請求の適用については、緑本Ｐ６１６参照。

５ 事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱い （平成２４年度新設）

（ポイント） 所定単位数に９０／１００を乗じた単位数

・事業所と「同一の建物」に居住する利用者の数が、前年度平均（３月を除く ）で、。

３０人以上の場合は減算対象となる。

・ 「同一の建物」とは、当該指定訪問看護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物

（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅又

は旧高齢者専用賃貸住宅に限る ）を指すものである。。

具体的には、当該建物の１階部分に指定訪問看護事業所がある場合や、当該建物と渡

り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで

隣接する場合は該当しない。

・ 前年度の１月当たりの実利用者の数」の計算方法 → Ｐ６２「

※ 事業所と同一の建物に居住する者に対して、指定訪問看護を実施している場合は、

前年度（３月を除く ）の実績が１月以上ある事業所には本減算の適用があり得るの。

で留意すること。 計算の結果、減算の対象となる場合については、

こと。平成２５年３月１５日（必着）までに 「体制の変更」を届け出る、
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６ 早朝・夜間・深夜の訪問看護の取扱い

（ポイント） 所定単位数に夜間又は早朝２５／１００加算、深夜５０／１００加算

・夜間＝午後６時から午後１０時まで

・早朝＝午前６時から午前８時まで

・深夜＝午後１０時から午前６時まで

※ 居宅サービス計画又は訪問看護計画上、訪問看護のサービスの開始時刻が加算の対象

となる時間帯にある場合に当該加算を算定するものとすること。なお、利用時間が長時

間にわたる場合に、加算の対象となる時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービ

ス提供時間に占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できない。

７ ２人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合の加算について

（ポイント） 所要時間３０分未満の場合 ２５４単位／回

所要時間３０分以上の場合 ４０２単位／回

・同時に複数の看護師等により訪問看護を行うことについて、利用者又はその家族等の同

意を得て、次のいずれかに該当する場合に算定する。

①利用者の身体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合。

②暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合。

③その他利用者の状況等から判断して、①又は②に準ずると認められる場合。

・単に２人の看護師等が同時に訪問看護を行ったことのみをもって算定することはできな

２人で同時に訪問看護を行う理由を明らかにしておくこと。い。

８ 長時間訪問看護への加算について

（ポイント） ３００単位／回

・１時間以上１時間３０分未満の指定訪問看護を行った後に、引き続き指定訪問看護を行

う場合であって、当該指定訪問看護の所要時間を通算した時間が１時間３０分以上とな

る場合に算定する。

９ 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

（ポイント） 所定単位数に５／１００加算

・別に厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働省告示第８３号の二）に居住して

いる利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、指定訪問看護を行った場合に、

１回につき１００分の５に相当する単位数を加算する。

・この加算を算定する利用者については、交通費の支払いを受けることはできない。

- 35 -



10 緊急時訪問看護加算

（ポイント） ２９０単位／月

・利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応

できる体制にある事業所において、利用者の同意を得て、計画的に訪問することとなっ

ていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合に算定する。

・当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合について

は、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数を算定する。この場合、居宅サービ

ス計画の変更を要する。

12 特別管理加算 （平成２４年度改正）

（ポイント） 特別管理加算（Ⅰ）５００単位／月

特別管理加算（Ⅱ）２５０単位／月

・医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導

管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態

→ 特別管理加算（Ⅰ）５００単位

・経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は、留意カテーテルを使用している状態に

ある者であるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定する。

（H24.4.25付Ｑ＆Ａ問４・青本Ｐ２３４）

・ 介護老人保健施設や指定介護療養特別管理加算の対象となりうる状態の利用者に限り、

退所・退院した日においても、訪問看護費を算定できる。型医療施設を

（青本Ｐ２２７、緑本Ｐ４０）

13 ターミナルケア加算 （平成２４年度改正）

（ポイント） ２，０００単位／月

・死亡日又は死亡日前１４日以内に２日以上（死亡日又は死亡日前１４日以内に医療保険

による訪問看護を行っている場合にあっては１日以上 、ターミナルケアを行った場合）

。（ 、 。）に算定する ターミナルケアを行った後 ２４時間以内に在宅で死亡した場合を含む

・死亡日又は死亡日前１４日以内に、医療保険又は介護保険の給付の対象となる訪問看護

を、それぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度において算定する。
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13 初回加算 （平成２４年度新設）

（ポイント） ３００単位／月

・利用者が過去２月間において、当該訪問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護

。） 、を含む の提供を受けていない場合であって新たに訪問看護計画書を作成した場合に

算定する。

（平成２１年訪問介護Ｑ＆Ａ（Vol.1）問３３）下線部読み替え

※ 初回加算は過去二月に当該 から の提供を受けてい指定訪問看護事業所 指定訪問看護

、 「 」 （ ）ない場合に算定されるが この場合の 二月 とは歴月 月の初日から月の末日まで

によるものとする。

したがって、例えば、４月１５日に利用者に を行った場合、初回加算指定訪問看護

が算定できるのは、同年の２月１日以降に当該事業所から の提供を受け指定訪問看護

ていない場合となる。また、次の点に留意すること。

① 初回加算は同一月内で複数の事業所が算定することも可能であること。

② 一体的に運営している の利用実績は問わないこと。指定介護予防訪問看護事業所

（ の算定時においても同様である ）介護予防訪問看護費 。

14 看護・介護職員連携強化加算 （平成２４年度新設）

（ポイント） ２５０単位／月

・看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護事業所の訪問

介護員等に対し、たんの吸引等の業務が円滑に行われるよう、たんの吸引等に係る計画

書や報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行うとともに当該訪問介護員等

に同行し、利用者の居宅において業務の実施状況について確認した場合、又は利用者に

対する安全なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議に出席した場合に算定

する。

・看護・介護職員連携強化加算は、訪問介護員等と同行訪問を実施した日又は会議に出席

した日の属する月の初日の訪問看護の実施日に算定する。

緊急時訪問看護加・訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として

算の届け出をしている場合に算定可能である。
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15 サービス提供体制強化加算

（ポイント） ６単位／回

＜定期巡回・随時対応サービス連携＞ ５０単位／月

次のいずれにも該当すること

① すべての看護師等に対し、看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修

（外部における研修を含む ）を実施又は実施を予定していること。。

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項（※）の伝達又は当

該指定訪問看護事業所における看護師等の技術指導を目的とした会議を概ね１月に１回

以上開催し、その概要を記録すること。

※利用者に関する情報若しくはサービス提供時に当たっての留意事項

・利用者のＡＤＬや意欲

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

・家族を含む環境

・前回のサービス提供時の状況

・その他サービス提供に当たって必要な事項

③ 当該指定訪問看護事業所のすべての看護師等に対し、健康診断等を少なくとも１年に

１回、事業主負担で実施すること。新たに加算を算定しようとする場合にあっては、当

該健康診断等が１年以内に実施されることが計画されていることをもって足りるものと

する。

④ 当該指定訪問看護事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占める割

合が１００分の３０以上であること。

・職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）

の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに

事業を開始し、又は再開した事業所を含む ）については、届出日の属する月の前３。

月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。

・勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人の経営

する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを直接提供す

る職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

※ 当該加算を算定している事業所においては、職員の割合について、前年４月から２

、 、月までの平均を計算し 計算結果が加算の要件を満たさなくなった場合等については

こと。平成２５年３月１５日（必着）までに 「体制の変更」を届け出る、
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第２ 訪問リハビリテーション

１ 算定の基準について

（ポイント）

「通院が困難な利用者」に対して、計画的な医学的管理を・訪問リハビリテーションは、

行っている医師の指示に基づき、指示を行う医師の診療の日から３月以内に行われた場

また、別の医療機関の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーシ合に算定する。

情報提供を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎ョンを実施した場合には、

となる診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。

・この場合、少なくとも３月に１回は、リハビリテーションの指示を行った医師は当該情

報提供を行った医師に対してリハビリテーションによる利用者の状況の変化等について

情報提供を行う。なお、指示を行う医師の診療の頻度については利用者の状態に応じ、

医師がその必要性を適切に判断する。

・利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して１回当たり２０分以上指導を行

った場合に、１週に６回を限度として算定する。

・訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされてい

るが、通所リハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場

合の家屋状況の確認を含めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの

結果、必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。

通院が困難な利用者」の趣旨は、 同様のサービスが担保されるのであれ・ 通院により、「

ば、通所系サービスを優先すべきということである。

２ 事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱い （平成２４年度新設）

（ポイント） 所定単位数に９０／１００を乗じた単位数

・事業所と「同一の建物」に居住する利用者の数が、前年度平均（３月を除く ）で、。

３０人以上の場合は減算対象となる。

・ 「同一の建物」とは、当該指定訪問リハビリテーション事業所と構造上又は外形上、

一体的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅又は旧高齢者専用賃貸住宅に限る ）を指すものである。。

、 、具体的には 当該建物の１階部分に指定訪問リハビリテーション事業所がある場合や

当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や

道路を挟んで隣接する場合は該当しない。

・ 前年度の１月当たりの実利用者の数」の計算方法 → Ｐ６２「

※ 事業所と同一の建物に居住する者に対して、指定訪問リハビリテーションを実施し

ている場合は、前年度（３月を除く ）の実績が１月以上ある事業所には本減算の適。

用があり得るので留意すること。 計算の結果、減算の対象となる場合については、

こと。平成２５年３月１５日（必着）までに 「体制の変更」を届け出る、
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３ 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

（ポイント） 所定単位数に５／１００加算

・別に厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働省告示第８３号の二）に居住して

いる利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、指定訪問リハビリテーションを

行った場合に、１回につき１００分の５に相当する単位数を加算する。

・この加算を算定する利用者については、交通費の支払いを受けることはできない。

４ 短期集中リハビリテーション実施加算

（ポイント） （１月以内）３４０単位／日

（１月超３月以内）２００単位／日

＜介護予防＞ （３月以内）２００単位／日

・退院（所）日又は認定日から起算して、

１月以内の期間 ･･･ １週につき概ね２日以上、１日当たり４０分以上

１月を超え３月以内の期間 ･･･ １週につき概ね２日以上、１日当たり２０分以上

の（介護予防）訪問リハビリテーションを行う必要があること。

※「退院（所）日」とは 「利用者がリハビリテーションを必要とする状態の原因とな、

った疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院若しくは診療所若しくは介護

保険施設から退院若しくは退所した日」のこと。

※「認定日」とは 「介護保険法第１９条第１項に規定する要介護認定の効力が生じた、

日（当該利用者が新たに要介護認定を受けた者である場合に限る 」のこと。。）

→ つまり、要介護認定の有効期間初日のこと。

※介護予防の「認定日」とは 「介護保険法第１９条第２項に規定する要支援認定の効、

力が生じた日（当該利用者が新たに要支援認定を受けた者である場合に限る 」のこ。）

と。→ つまり、要支援認定の有効期間初日のこと。

５ 訪問介護事業所のサービス提供責任者に対して指導及び助言を行った場合の加算

（平成２４年度新設）

（ポイント） （３月に１回を限度として）３００単位／回

・理学療法士等が訪問介護事業所のサービス提供責任者に同行して利用者の居宅を訪問

、 、 、 、し 利用者の心身の状況 家屋の状況 家屋内におけるＡＤＬ等の評価を共同して行い

かつ、当該理学療法士等がサービス提供責任者に対して、訪問介護計画を作成する上で

の必要な指導及び助言を行った場合に、３月に１回を限度として算定する。

・指導及び助言を行った日を含む月の翌月から翌々月までは、当該加算は算定できない。

なお、当該加算を算定する日は、算定できる訪問リハビリテーション費は１回までとす

る。

・理学療法士等は、指導及び助言の内容を診療録に記録しておくこと。
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６ 頻回のリハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合の取扱い

（平成２４年度新設）

（ポイント）

・介護保険の被保険者であって、要介護（支援）認定を受けている者については、原則と

して介護保険から給付が行われるが、

保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪

問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理の下に、在宅で療養を

行っている利用者であって通院が困難なものに対して、訪問リハビリテーションを行う

旨の指示を行った場合は、その特別の指示の日から１４日間を限度として

医療保険の給付対象となるため （介護保険の）訪問リハビリテーション費は算定しな、

（留意事項通知・青本Ｐ２４３）い。

７ サービス提供体制強化加算

（ポイント） ６単位／回

・指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士のうち、勤続年数３年以上の者が１名以上いれば算定可能。

・勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営

する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを直接提供す

る職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

８ 記録の整備について

（ポイント）

・医師は、理学療法士等に対して行った指示内容の要点を診療録に記入する。

・理学療法士等は、リハビリテーション実施計画書の内容を利用者に説明し、記録すると

ともに、医師の指示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録にと

どめておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよ

いが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすることとする。

・リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は利用者ごとに保

管され、常に当該事業所のリハビリテーション従業者により閲覧が可能であるようにす

ること。
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第３ 居宅療養管理指導

１ 同一建物居住者について （平成２４年度新設）

（ポイント）

・同一建物居住者とは、以下の利用者をいう。

、 、 、 、ア 養護老人ホーム 軽費老人ホーム 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

マンションなどの集合住宅等に入居又は入所している複数の利用者

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る 、認知症対応型共同生活介護、複。）

合型サービス（宿泊サービスに限る 、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サー。）

ビスに限る 、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている複数。）

の利用者

２ 居宅療養管理指導に要した交通費について

（ポイント）

・居宅療養管理指導に要した交通費は、実費を利用者から徴収してもよいものとする。

、 、 、・交通費の支払いを受けるに当たっては あらかじめ 利用者又はその家族に説明を行い

利用者の同意を得なければならない。

３ ケアマネジャーへの情報提供 （平成２４年度改正）

（ポイント）

医師、歯科医師、薬剤師又は看護職員による居宅療養管理指導については、ケアマネジ・

。ャー（介護支援専門員）への情報提供が必須となった

従前は減算であったが、平成２４年４月１日以降は、ケアマネジャーへの情報提供がな・

い場合は算定できない。

月に複数回の居宅療養管理指導を行う場合であっても、毎回情報提供を行わなければ算・

定できない。

・医学的観点から、利用者の状態に変化がなければ、変化がないことを情報提供すること

、 。や 利用者や家族に対して往診時に行った指導・助言の内容を情報提供することでよい

（H24.3.16付Ｑ＆Ａ問５４・青本Ｐ２６０）
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４ 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について

（ポイント） 医師が行う場合・居宅療養管理指導（Ⅰ）＜１月に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ５００単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ４５０単位／回

医師が行う場合・居宅療養管理指導（Ⅱ）＜１月に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ２９０単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ２６１単位／回

歯科医師が行う場合 ＜１月に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ５００単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ４５０単位／回

① 算定内容

在宅の利用者であって通主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、

院が困難なものに対して、当該利用者の居宅を訪問して行う、計画的かつ継続的な医学的

（指定居宅介護支援事業者により指定管理又は歯科医学的管理に基づき、ケアマネジャー

居宅介護支援を受けている居宅要介護被保険者についてはケアプランを作成している介護

支援専門員を、特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は複合型サービスの利用者にあっては、当

に対するケアプランの作成等に必要な情報提供並び該事業所の介護支援専門員をいう ）。

に利用者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等

についての指導及び助言を行った場合に算定する。ケアマネジャーへの情報提供がない場

合には、算定できないこととなるため留意すること。

また、利用者が他の介護サービスを利用している場合にあっては、必要に応じて、利用

者又は家族の同意を得た上で、当該介護サービス事業者等に介護サービスを提供する上で

の情報提供及び助言を行うこととする。

なお、当該医師が当該月に医療保険において 「在宅時医学総合管理料」又は「特定施、

設入居時等医学総合管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り居

宅療養管理指導費(Ⅱ)を算定する。

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法

ア ケアマネジャーに対する情報提供の方法

ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議への参加により行うこ

とを基本とする（必ずしも文書等による必要はない 。。）

当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催されない場合等において

は、下記の「情報提供すべき事項 （薬局薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示」

す文書等の内容も含む ）について、原則として、文書等（メール、ＦＡＸ等でも可）。

により、ケアマネジャーに対して情報提供を行うことで足りるものとする。

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った場合については、その

情報提供の要点を記載すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載するこ

とは差し支えないが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにするこ

と。

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文書等の写しを診療録に

添付する等により保存すること。
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（情報提供すべき事項）

(a) 基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏名、利用者の氏名、

生年月日、性別、住所、連絡先等）

(b) 利用者の病状、経過等

(c) 介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等

(d) 利用者の日常生活上の留意事項

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表における診療情報提供料に

定める様式を活用して行うこともできることとする。

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法

介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導又は助言は、文書等

の交付により行うよう努めること。

なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要点を記録すること。

当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で

囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。

また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該文書等の写しを診療

録に添付する等により保存すること。

③ ケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない場合

居宅療養管理指導以外のサービスを利用していない利用者や自らケアプランを作成して

いる利用者などのケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない利用者に対し

ただし、当該て居宅療養管理指導を行う場合は、①の規定にかかわらず算定できること。

利用者が、居宅療養管理指導以外にも他の介護サービスを利用している場合にあっては、

、 、 、必要に応じて 利用者又は家族の同意を得た上で 当該他の介護サービス事業者等に対し

介護サービスを提供する上での情報提供及び助言を行うこととする。

④ 算定回数について

主治の医師及び歯科医師が、1人の利用者について、それぞれ月２回まで算定すること

ができる。

⑤ 算定日について

算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、請求明細書の摘要欄に

は、訪問診療若しくは往診の日又は当該サービス担当者会議に参加した場合においては、

、 。参加日若しくは参加が困難な場合においては 文書等を交付した日を記入することとする

- 44 -



５ 薬剤師が行う居宅療養管理指導について

（ポイント） 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 ＜１月に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ５５０単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ３８５単位／回

薬局の薬剤師が行う場合 ＜１月に４回を限度 ※④を参照＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ５００単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ３５０単位／回

麻薬管理指導加算 １００単位／回

① 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、

については、医師又は歯科医師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管理指導計画を策定し、

医師又は歯科医師の指示に基づき、利用また、医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、

者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬

提供した居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等学的管理指導を行い、

に対して積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録 (薬局薬剤師にあっては、

薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、薬剤管理指導記録)を作成するととも

医師又は歯科医師に報告した上で、ケアマネジャーに対するケアプランの作成等に必に、

要な情報提供を行うこととする。ケアマネジャーへの情報提供がない場合には、算定でき

ないこととなるため留意すること。ただし、ケアマネジャーによるケアプランの作成が行

われていない場合の取扱いについては、医師・歯科医師の居宅療養管理指導を準用する。

併せて、利用者の服薬状況や薬剤の保管状況に問題がある場合等、その改善のため訪問

介護員等の援助が必要と判断される場合には、関連事業者等に対して情報提供及び必要な

助言を行うこととする。薬局薬剤師にあっては当該居宅療養管理指導の指示を行った医師

又は歯科医師に対し訪問結果について必要な情報提供を文書で行うこととする。また、提

供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存することとする。なお、

請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。

② 薬局薬剤師の策定する「薬学的管理指導計画」は、処方医から提供された医師・歯科医

師の居宅療養管理指導における情報提供等に基づき、又は必要に応じ処方医と相談すると

ともに、他の医療関係職種(歯科訪問診療を実施している保険医療機関の保険医である歯

科医師等及び訪問看護ステーションの看護師等）との間で情報を共有しながら、利用者の

心身の特性及び処方薬剤を踏まえ策定されるものであり、薬剤の管理方法、処方薬剤の副

作用、相互作用等を確認した上、実施すべき指導の内容、利用者宅への訪問回数、訪問間

隔等を記載する。

策定した薬学的管理指導計画書は、薬剤服用歴の記録に添付する等の方法により保存す

る。

薬学的管理指導計画は、原則として、利用者の居宅を訪問する前に策定する。訪問後、

必要に応じ新たに得られた利用者の情報を踏まえ計画の見直しを行う。また、必要に応じ

見直しを行うほか、処方薬剤の変更があった場合及び他職種から情報提供を受けた場合に

も適宜見直しを行う。

③ 薬局薬剤師にあっては、必要に応じて、処方医以外の医療関係職種に対しても、居宅療

養管理指導の結果及び当該医療関係職種による当該患者に対する療養上の指導に関する留

意点について情報提供することとする。
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④ （がん末期患者及び中薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導費を月２回以上算定する場合

にあっては、算定する日の間隔は６日心静脈栄養を受けている者に対するものを除く ）。

以上とする。がん末期患者及び中心静脈栄養を受けている者については、週２回かつ月８

回に限り算定できる。医療機関の薬剤師が行う居宅療養管理指導を月２回算定する場合に

あっては、算定する日の間隔は６日以上とする。

⑤ 居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少

なくとも以下のア～ツについて記載しなければならない。

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、住所、必要に応じて

緊急時の連絡先等の利用者についての記録

イ 処方した医療機関名及び処方医氏名、処方日、処方内容等の処方についての記録

ウ 調剤日、処方内容に関する照会の要点等の調剤についての記録

エ 利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴等の利用者についての情報の記録

オ 利用者又はその家族等からの相談事項の要点

カ 服薬状況

キ 利用者の服薬中の体調の変化

ク 併用薬等(一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。)の情報

ケ 合併症の情報

コ 他科受診の有無

サ 副作用が疑われる症状の有無

シ 飲食物(現に利用者が服用している薬剤との相互作用が認められているものに限る。)

の摂取状況等

ス 服薬指導の要点

セ 訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名

ソ 処方医から提供された情報の要点

タ 訪問に際して実施した薬学的管理の内容(薬剤の保管状況、服薬状況、残薬の状況、

投薬後の併用薬剤、投薬後の併診、副作用、重複服用、相互作用等に関する確認、実施

した服薬支援措置等)

チ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点

ツ 処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合にあっては、当該医療関

係職種から提供された情報の要点及び当該医療関係職種に提供した訪問結果に関する情

報の要点

、 、⑥ 居宅療養管理指導を行った場合には 医療機関の薬剤師にあっては薬剤管理指導記録に

少なくとも以下のア～カについて記載しなければならないこととし、最後の記入の日から

最低３年間保存すること。

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、住所、診療録の番号

イ 利用者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴

ウ 薬学的管理指導の内容（医薬品の保管状況、服薬状況、残薬の状況、重複投薬、配合

禁忌等に関する確認及び実施した服薬支援措置を含む。)

エ 利用者への指導及び利用者からの相談の要点

オ 訪問指導等の実施日、訪問指導を行った薬剤師の氏名

カ その他の事項
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⑦ 居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品について、医療機関又は薬

局の薬剤師が以下の情報を知ったときは、原則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者

の主治医に対し、当該情報を文書により提供するとともに、当該主治医に相談の上、必要

に応じ、利用者に対する薬学的管理指導を行うものとする。

ア 医薬品緊急安全性情報

イ 医薬品・医療機器等安全性情報

⑧ 現に他の医療機関又は薬局の薬剤師が居宅療養管理指導を行っている場合は、居宅療養

管理指導費は、算定しない。

⑨ ⑧にかかわらず、居宅療養管理指導を行っている保険薬局（以下「在宅基幹薬局」とい

う ）が連携する他の保険薬局（以下「サポート薬局」という ）と薬学的管理指導計画の。 。

内容を共有していること及び緊急やむを得ない事由がある場合には在宅基幹薬局の薬剤師

に代わって当該利用者又はその家族等に居宅療養管理指導を行うことについて、あらかじ

め当該利用者又はその家族等の同意を得ている場合には、在宅基幹薬局に代わってサポー

ト薬局が居宅療養管理指導を行った場合は居宅療養管理指導費を算定できること。なお、

居宅療養管理指導費の算定は在宅基幹薬局が行うこと。

⑩ サポート薬局の薬剤師が在宅基幹薬局の薬剤師に代わって居宅療養管理指導を行った場

合には次のとおり、薬剤服用歴の記載等を行うこととする。

ア サポート薬局は、薬剤服用歴の記録を記載し、在宅基幹薬局と当該記録の内容を共有

すること。

イ アを踏まえ、在宅基幹薬局は、居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に

対する訪問結果についての報告やケアマネジャーに対する必要な情報提供等を行うこ

と。

ウ 在宅基幹薬局は、薬剤服用歴に当該居宅療養管理指導を行ったサポート薬局名及びや

むを得ない事由等を記載するとともに、請求明細書の摘要欄にサポート薬局が当該業務

を行った日付等を記載すること。

⑪ 居宅において疼痛緩和のために厚生労働大臣が別に定める特別な薬剤（以下「麻薬」と

いう。)は 「麻薬及び向精神薬取締法(昭和２８年法律第１４号)第２条第一号に規定する、

麻薬」のうち、使用薬剤の購入価格(薬価基準)(平成１４年厚生労働省告示第８７号)に収

載されている医薬品であり、以降、改定がなされた際には、改定後の最新の薬価基準に収

載されているものを意味する。

⑫ 麻薬管理指導加算は、麻薬の投薬が行われている利用者に対して、定期的に、投与され

る麻薬の服用状況、残薬の状況及び保管状況について確認し、残薬の適切な取扱方法も含

めた保管取扱い上の注意事項等に関し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛効果や

副作用の有無の確認を行った場合に算定する。なお、薬局薬剤師にあっては、処方せん発

行医に対して必要な情報提供を行うことが必要である。

⑬ 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、薬局薬剤師にあっては薬剤服用歴の記録

に⑤の記載事項に加えて、少なくとも次の事項について記載されていなければならない。

ア 訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理指導の内容(麻薬の保管管理状況、服薬

状況、残薬の状況、麻薬注射剤等の併用薬剤、疼痛緩和の状況、麻薬の継続又は増量投

与による副作用の有無などの確認等)
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イ 訪問に際して行った患者及び家族への指導の要点(麻薬に係る服薬指導、残薬の適切

な取扱方法も含めた保管管理の指導等)

ウ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報(麻薬の服薬状況、疼痛緩和及び副作

用の状況、服薬指導の内容等に関する事項を含む。)の要点

エ 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項(都道府県知事に届け出た麻

薬廃棄届の写しを薬剤服用歴の記録に添付することで差し支えない。)

⑭ 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、医療機関の薬剤師にあっては薬剤管理指

導記録に⑥の記載事項に加えて、少なくとも次の事項について記載されていなければなら

ない。

ア 麻薬に係る薬学的管理指導の内容(麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬の状況、疼

痛緩和の状況、副作用の有無の確認等)

イ 麻薬に係る利用者及び家族への指導・相談事項(麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な

取扱方法も含めた保管管理の指導等)

ウ 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項

エ その他の麻薬に係る事項

⑮ 医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師からの報告による留意事

項を記載する。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよ

いが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすることとする。また、

薬局薬剤師による訪問結果についての必要な情報提供についての文書は、診療録に添付す

る等により保存することとする。
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６ 管理栄養士の居宅療養管理指導について

（ポイント） 管理栄養士が行う場合 ＜１月に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ５３０単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ４５０単位／回

居宅で療養を行っており、通院による① 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、

医師が当該利用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提療養が困難な利用者について、

供する必要性を認めた場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であ

医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、栄養ケア計画を作って、当該

成した当該計画を患者又はその家族等に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従

った栄養管理に係る情報提供及び栄養食事相談又は助言を３０分以上行った場合に算定す

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記載することとする。る。

、 。② 管理栄養士は常勤である必要はなく 要件に適合した指導が行われていれば算定できる

③ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師は、訪問診療の結果等に基づき指示した

内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケア計画を添付する等により保存する。また、

、 、栄養ケア計画に基づき 実際に居宅療養管理指導を行う管理栄養士に対して指示等を行い

指示等の内容の要点を記載する。さらに、栄養ケア計画の見直しに当たっては、管理栄養

士の報告をうけ、医師の訪問診療の結果等に基づき、指示した内容の要点を記載し、共同

で作成した栄養ケア計画を添付する等により保存する。なお、当該記載及び添付について

は、医療保険の診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記載については、下線又

は枠で囲う等により、他の記載と区別することとする。

④ 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、以下のアからケまでに掲げるプロセス

を経ながら実施すること。

（ 「 」 。）。ア 利用者の低栄養状態のリスクを把握すること 以下 栄養スクリーニング という

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「栄養

アセスメント」という 。。）

ウ 栄養アセスメントを踏まえ、管理栄養士は、医師、歯科医師、看護師、薬剤師その他

の職種の者と共同して、利用者ごとに摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮された栄養補

給に関する事項（栄養補給量、補給方法等 、栄養食事相談に関する事項（食事に関す）

る内容、利用者又は家族が主体的に取り組むことができる具体的な内容及び相談の実施

方法等 、解決すべき事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄）

養ケア計画を作成すること。また、作成した栄養ケア計画については、居宅療養管理指

導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

エ 栄養ケア計画に基づき、利用者に栄養管理に係る必要な情報提供及び栄養食事相談又

は助言を実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要

性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計

画を修正すること。

オ 他のサービス等において食生活に関する配慮等が必要な場合には、当該利用者に係る

居宅療養管理指導の指示を行った医師を通じ、介護支援専門員に対して情報提供を行う

こと。
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カ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、栄養状態

のモニタリングを行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師に対する報告を

行うこと。なお、低栄養状態のモニタリングにおいては、利用者個々の身体状況等を勘

案し必要に応じて体重を測定するなど、ＢＭＩや体重減少率等から利用者の栄養状態の

把握を行うこと。

キ 利用者について、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリ

ーニングを実施し、医師の指示のもとに関連職種と共同して当該計画の見直しを行うこ

と。

ク 管理栄養士は、利用者ごとに栄養ケアの提供内容の要点を記録する。なお、交付した

栄養ケア計画は栄養ケア提供記録に添付する等により保存すること。

ケ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第９１条において準用する第

１９条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理

栄養士が利用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に管理栄養士の居宅

療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はないものとする

こと。

⑤ 心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰瘍食、侵襲の大きな

消化管手術後の患者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が

低下している患者に対する低残渣食並びに高度肥満症(肥満度が＋４０％以上又はＢＭＩ

が３０以上)の患者に対する治療食を含む。なお、高血圧の患者に対する減塩食(食塩相当

量の総量が６.０グラム未満のものに限る。)及び嚥下困難者（そのために摂食不良となっ

た者も含む ）のための流動食は、短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、介護福祉。

施設サービス、介護保健施設サービス、介護療養施設サービス及び地域密着型介護福祉施

設サービスの療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対象となる特別食に含まれ

る。
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７ 歯科衛生士等の居宅療養管理指導について

（ポイント） 歯科衛生士等が行う場合 ＜１月に４回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ３５０単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ３００単位／回

在宅の利用者であって通院又は通所① 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、

当該訪問診療をが困難なもので、訪問歯科診療を行った利用者又はその家族等に対して、

歯科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務 する歯科衛生士行った （常勤又は非常勤）

利用者又はその家族の同意及び訪問診療の結果等に基づ等が、利用者の居宅を訪問して、

管理指き作成した管理指導計画を利用者又はその家族等に対して交付するとともに、当該

導計画に従った療養上必要な実地指導を１人の利用者に対し歯科衛生士等が１対１で２０

し、実地指導が単なる日常的な口腔清掃等であるなど療養分以上行った場合について算定

上必要な指導に該当しないと判断される場合は算定できない。なお、請求明細書の摘要欄

に当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師が訪問診療を行った日と歯科衛生士

等の訪問日を記入することとする。

② 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導は、指示を行った歯科医師の訪問診療の日から起

算して３月以内に行われた場合に算定する。

③ 歯科衛生士等が居宅療養管理指導を行った時間とは、実際に指導を行った時間をいうも

のであり、指導のための準備や利用者の移動に要した時間等は含まない。

④ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤務する歯科衛生士等が

当該医療機関の歯科医師からの直接の指示、管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」

という ）を受け、居宅に訪問して実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を。

行った歯科医師に直接報告するものとする。

⑤ 歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付

する等により保存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、

訪問日、指導の開始及び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、

歯科医師からの指示等、歯科医師の訪問診療に同行した場合には当該歯科医師の診療開始

及び終了時刻及び担当者の署名を明記し、指示等を行った歯科医師に報告する。

⑥ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、以下のアからキまでに掲げるプロセ

スを経ながら実施すること。

ア 利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・嚥下機能等）のリスクを、把握すること（以下

「口腔機能スクリーニング」という 。。）

イ 口腔機能スクリーニングを踏まえ 利用者の解決すべき課題を把握すること 以下 口、 （ 「

腔機能アセスメント」という 。。）

、 、 、ウ 口腔機能アセスメントを踏まえ 歯科医師 歯科衛生士その他の職種の者が共同して

利用者ごとに口腔衛生に関する事項(口腔内の清掃、有床義歯の清掃等)、摂食・嚥下機

能に関する事項（摂食・嚥下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のための食

）、 、生活指導等 解決すべき課題に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載し

利用者の疾病の状況及び療養上必要な実地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含め
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また、作成した管理指導計画については、居宅療養管た管理指導計画を作成すること。

理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

エ とともに、管理指管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施する

導計画に実施上の問題（口腔清掃方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべ

き事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。

オ 利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、口腔機能

のモニタリングを行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に対する報

告を行うこと。なお、口腔機能のモニタリングにおいては、口腔衛生の評価、反復唾液

嚥下テスト等から利用者の口腔機能の把握を行うこと。

カ 利用者について、概ね３月を目途として、口腔機能のリスクについて、口腔機能スク

リーニングを実施し、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯

科医師による指示に基づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。なお、管

理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師その他の職種と共同して行うこと。

キ 指定居宅サービス基準第９１条において準用する第１９条に規定するサービスの提供

の記録において利用者ごとの管理指導計画に従い歯科衛生士等が利用者の状態を定期的

に記録する場合は、当該記録とは別に歯科衛生士等の居宅療養管理指導費の算定のため

に利用者の状態を定期的に記録する必要はないものとすること。

⑦ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療の結果等に基づき指示

した内容の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等により保存する。ま

た、管理指導計画に基づき、実際に実地指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、

指示等の内容の要点を記載する。さらに、管理指導計画の見直しに当たっては、歯科衛生

士等の報告をうけ、歯科医師の訪問診療の結果等に基づき、指示した内容（療養上必要な

実地指導の継続の必要性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等

により保存する。なお、当該記載及び添付については、医療保険の診療録に記載及び添付

することとしてもよいが、記載については、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別

することとする。

⑧ 利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要である場合も想定される

ことから、その疑いがある場合は、利用者又は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医

師、歯科医師を通した指定居宅介護支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じるこ

ととする。

※ 歯科医師が行う場合の居宅療養管理指導費を算定した日において、歯科衛生士等

が行う場合の居宅療養管理指導費を算定することはできない。

（平成２４年１１月厚生労働省確認済）
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８ 看護職員が行う居宅療養管理指導について

（ポイント） 看護師が行う場合 ＜６月の間に２回を限度＞

・同一建物居住者以外の者に対して行う場合 ４００単位／回

・同一建物居住者に対して行う場合 ３６０単位／回

准看護師が行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する

単位数を算定する。

在宅の利用者であって通院が困難なもの① 看護職員による居宅療養管理指導については、

要介護認定等の際に主治医から提出される「主治医意見書」中「４．生活機能に対して、

とサービスに関する意見 (５)医学的管理の必要性」の「看護職員の訪問による相談・支

援」の項にチェックのある者又は看護職員の訪問による相談支援の必要がある旨の記載が

ある者のうち、サービス担当者会議において必要性が認められ、本人又はその家族等の同

看護職員が訪問を行った上で、必要に応じて電話相談を行い、意が得られた者に対して、

併せてケアマネジャーに対するケアプランの作成等に必要な情報提供を行った場合につい

て算定する。

② 新規認定、更新認定又は要介護認定区分の変更の際に作成された居宅サービス計画に基

づくサービスの開始から６月以内に行われた場合に算定するものとする。

③ 看護職員は実施した療養上の相談及び支援に係る記録を作成し、保存するとともに、相

談等の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の要点、解決すべき

課題等に関する要点を明記し、医師、介護支援専門員等に対して情報提供を行うこととす

る。

・ 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診療を受けている場合又は利

用者が訪問看護、訪問リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定

施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護若しくは認知症対応型共同生活

、 、 、介護 地域密着型特定施設入居者生活介護 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

若しくは複合型サービスを受けている間は、算定しない。
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